
居宅介護支援事業所どんぐり
（重要事項説明書）

【事業所の目的】

　介護保険法の趣旨にしたがって、事業所の介護支援専門員が、要介護状態にある高齢者に

対し、適正な指定居宅介護支援を提供することを目的とする。

【事業所の運営方針】

（1） 事業所の介護支援専門員は、要介護者が居宅において、日常生活を営むために、必要

な保健医療サービス又は、福祉サービスの適切な利用等をすることができるよう、

当該居宅要介護者等の依頼を請けて、居宅サービス計画を作成すると共に、当該計

画に基づく指定居宅サービス等の提供が確保されるよう指定居宅サービス事業者と

の連携調整その他の便宜の提供を行う。

（2） 事業の実施に当たっては、関係市町･地域の保健･医療･福祉サービスの提供主体と

の綿密な連携を図るものとする。

【事業所の概要】

事業所名
医療法人社団　有隣会　指定居宅介護支援事業所どんぐり

理事長　溝　渕　博　司

住所
〒761-2305

綾歌郡綾川町滝宮 1122番地 1

介護保険指定番号 ３７７１５００１０９号

営業日及び営業時間

月曜日～土曜日までとする。

（ただし、国民の祝日、12月 30日～1月 3日までを除く）

午前 9時～午後 6時まで

サービス提供地域

綾歌郡綾川町・丸亀市綾歌町・坂出市府中町・高松市香南町、岡本

町、国分寺町福家

（上記地域以外の方でもご希望の方はご相談下さい。）

事業所の職員体制

管理者　介護支援専門員　1名　　常勤の専任

　　　　介護支援専門員　1名　　常勤の専任

　　　　  　　　　　　合計 2名

【利　用　料　金】



(１)利用料【別紙参照】

要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので、自己負担はあり

ません。※保険料の滞納により、法廷代理受領ができなくなった場合、１ヶ月につき、要

介護度に応じて料金を頂き、サービス提供証明書を発行いたします。

（２） 交通費

サービス提供地域にお住まいの方は無料です。

それ以外の方は、介護支援専門員がお訪ねするための交通費の実費が必要です。

　・通常の事業の実施地域内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無料

　・通常の事業の実施地域を越える地点から 1kmごとに　　　　　　　　　　100 円

（３） 解約料

　お客様はいつでも解約することができ、一切料金はかかりません。

【サービス内容に関する相談・苦情】

（１）当事業所における苦情の受付

○  苦情相談窓口　介護支援専門員　　鎌田　百絵　（管理者）  

○受付時間　毎週月曜日～金曜日（年末年始、土、日、祝日を除く）

　　　　　　　9：00　～　18：00

○ＴＥ L　087－876－5656　　　F ＡＸ　087－876－5609

（２）その他の苦情相談窓口と受付時間

　　○各保険者(市町村介護保険担当課)

＊相談電話をされる場合、ご自分の住所地の電話番号におかけ下さい。

　　　　　・綾川町：　【相談窓口】TEL087－876－1113

　　　　　　　　　　　【受付時間】毎週月曜日～金曜日（土、日、祝日を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　8：30　～　17：15

・高松市：　【相談窓口】TEL087－839－2326

　　　　　　【受付時間】毎週月曜日～金曜日（土、日、祝日を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　8：30　～　17：00

・丸亀市：　【相談窓口】TEL0877－24－8807

　　　　　　【受付時間】毎週月曜日～金曜日（土、日、祝日を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　8：30　～　17：00

　・国保連合会介護保険課：【相談窓口】TEL087－822－7435

　　　　　　【受付時間】毎週月曜日～金曜日（土、日、祝日を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　8：30　～　17：00

【苦情処理の手順について】



上記のいずれかの窓口に電話していただければ、それぞれの苦情相談係が対応いたします。

（３）相談のなかでどのようなことを決定するにしても、あらかじめご利用者様からの了解

を受けることになります。

（４）話し合った内容については、利用者からの了解なしに外部に勝手に漏らすことは、絶対

にありません。

（５）その他、何か不明なことがありましたら、どんなことでもご質問下さい。

【事故発生時の対応】

（１） 当事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速や

かに市町村、利用者の家族、居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措

置を行います。また、事故の原因を解明し、再発生を防ぐ為の対策を講じます。

（２） 当事業所は、サービスの提供に伴って、事業所の責めに帰すべき事由により賠償す

べき事故が発生した場合には、速やかに損害賠償を行います。（契約書第１４条参

照）

【病院または診療所等、医療機関との連携】

病院または診療所等に入院する必要が生じた場合、当事業所は速やかに利用者にかかる

情報を提供します。それに伴い、入院時は担当介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病

院または診療所へお伝え下さい。



個人情報に関する同意書
指定居宅介護支援事業所どんぐりでは、個人情報保護法及び厚生労働省の「医療・介護関係

事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのカイドライン」を遵守し、利用者の権利

と尊厳を守り、安全管理に配慮する「個人情報に関する基本方針」に基づき、ここに個人情報

の「利用目的」を公表します。

記

Ⅰ　使用する目的及び内容

１、 当事業者内部で利用する際の目的には次のものがあります。

①　利用者に提供する介護保険サービスのうち次のもの

・居宅サービス計画ならびに介護サービス計画の作成業務

・利用者の診療等に際し、外部の医師の意見・助言を求める場合

・家族等への心身の状況説明

②　介護保険に関わる事務全般に関わること

③　介護保険サービスの利用にかかる管理運営業務に関するもの

④　当事業者の管理運営業務に関するもの

２、 他の介護事業者等への情報提供で利用する際の目的には次のものがあります。

①　当事業者が利用者に提供する介護保険サービスのうち次のもの

　　・利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や医療機関等との連携

（サービス担当者会議等）、照会への回答

　　・利用者の病状の急変や治療等に際し、医療機関への連絡・情報提供

・家族等への心身の状況の説明

②　介護保険事務で利用する際に関わるもの

③　損害賠償保険などに係る保険会社等への相談または届出等で利用する場合

Ⅱ　使用にあたっての条件

　個人情報の提供は、Ⅰに記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際には、

関係者以外には、決して漏れる事のないよう細心の注意を払うこと。

Ⅲ　使用する期間

　居宅契約の有効期間中　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



利用料金
1.居宅介護支援費は、下記の単位をもとに算定されますが、利用者の負担はありません。

（1か月あたり）

要介護 1・2 1086 単位

要介護 3・4・5 1411 単位

初回加算 300 単位 適切かつ質の高いケアマネ

ジメントを実施するため

の、新規に居宅支援を行っ

た場合

入院時情報連携加算Ⅰ 200 単位 介護支援専門員が病院また

は診療所を訪問し、病院等

の職員に対し必要な情報提

供を行った場合

入院時情報連携加算Ⅱ 100 単位 介護支援専門員が病院また

は、診療所を訪問以外の方

法により、病院等の職員に

対し必要な情報提供を行っ

た場合

退院、退所加算 カンファレンス参加あり連

携

1 回・600 単位

2 回・750 単位

3 回・900 単位

退院等にあたって、カンフ

ァレンス等に参加し、病院

職員から必要な情報の提供

を受け、居宅サービス計画

書を作成し、居宅サービス

等の利用に関する調整を行

った場合

退院、退所加算 カンファレンス参加なし連

携

1 回・450 単位

2 回・600 単位

退院等にあたって、カンフ

ァレンス等がなく、病院職

員から必要な情報の提供を

受け、居宅サービス計画書

を作成し、居宅サービス計

画に関する調整を行った場

合



小規模多機能型居宅介護事業所

連携加算

300 単位 居宅介護支援を受けていた

利用者が、居宅サービスか

ら小規模多機能型居宅介護

の利用へと移行する際に、

小規模多機能居宅介護事業

所に出向き、利用者の居宅

サービスの利用状況等の情

報提供を行う事により、小

規模多機能居宅介護におけ

る居宅サービス計画作成に

協力を行った場合

緊急時居宅カンファレンス加算 200 単位 病院または、診療所の求め

により利用者の居宅を訪問

し、カンファレンスを行い、

必要に応じたサービスの調

整を行った場合

ターミナルマネジメント加算 400 単位 1月に 2 回を限度として算

定

末期の悪性腫瘍の利用者、

またはその家族の同意を得

たうえで、主治医の助言を

得つつ、ターミナル期に通

常よりも頻回に訪問し、よ

り利用者の状態変化やサー

ビス変更の必要性を把握

し、情報の記録提供を医師、

サービス事業所に行った場

合

処遇改善加算 2.1％ 当月の居宅介護支援費総額

の 2.1%を加算




